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証券コード 7808
2026年８月10日

（電子提供措置の開始日2026年8月4日）
株 主 各 位

千葉県千葉市花見川区幕張本郷一丁目16番３号
株式会社シー･エス･ランバー
代表取締役社長 中井 千代助

第44期定時株主総会 招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
さて、当社第44期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申し上げます。
本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）に

ついて電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイトに「第44期定時株主
総会招集ご通知」及び「その他の電子提供措置事項（交付書面省略事項）」として電子提供措置
事項を掲載しておりますので、以下のウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますよう
お願い申し上げます。

当社ウェブサイト
https://www.c-s-lumber.co.jp/ir/shareholders_meeting.html

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。

東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

上記ウェブサイトにアクセスして、「銘柄名（会社名）」に「シー・エス・ランバー」又は「コ
ード」に当社証券コード「7808」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選
択のうえ、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。

なお、当日ご出席いただくほか、書面又ははインターネットによって議決権を行使することが
できますので、お手数ながら電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご検討いただき、
3頁の「議決権行使の方法についてのご案内」に従って、2026年８月25日（火曜日）午後６時
までに議決権をご行使くださいますようお願い申し上げます。

敬 具
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記
1. 日 時 2026年８月26日（水曜日） 午前10時（受付開始 午前９時30分）
2. 場 所 千葉県千葉市花見川区幕張本郷一丁目12番１号

メイプルイン幕張 １階会議室
（末尾の会場ご案内図をご参照ください）

3. 会議の目的事項
報 告 事 項 第44期（2025年６月１日から2026年５月31日まで）事業報告、連

結計算書類、計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類
監査結果報告の件

決 議 事 項
第１号議案 取締役４名選任の件
第２号議案 会計監査人選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（１）当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上げ

ます。
（２）代理人によるご出席の場合は、株主様ご本人の議決権行使書用紙とともに代理権を証明する書面を会場受付にて

ご提出ください。なお、代理人は、当社定款の定めに基づき、本総会の議決権を有する他の株主１名様に限らせて
いただいておりますので、当社株主の方以外は代理人としてご出席することはできません。

（３）ご送付している書面は、書面交付請求に基づく電子提供措置事項記載書面を兼ねております。なお、法令及び当
社定款第14条第２項の規定に基づき、下記の事項を除いております。したがって、当該書面は監査報告を作成する
に際し、監査役及び会計監査人が監査をした書類の一部であります。
・連結計算書類の「連結注記表」
・計算書類の「個別注記表」

（４）電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させていただきます。
（５）当社は、2026年７月15日開催の取締役会において、第44期にかかる期末配当金として１株当たり80円をお支

払いすること、及び支払開始日を2026年８月27日とさせていただくことを決議いたしました。
（６）株主総会にご出席される株主の方とご出席が難しい株主の方の公平性等を勘案して、当社は、株主総会において

お土産をお渡ししておりませんので、ご了承賜りますようお願い申し上げます。



議決権行使の方法についてのご案内

2026年８月26日（水曜日）午前10時

2026年８月25日（火曜日）午後６時到着

2026年８月25日（火曜日）午後６時まで

株主総会に
ご出席の場合

書面による
行使の場合

インターネットによる
行使の場合

複数回にわたり行使された場合の議決権の取り扱い

　議決権行使の方法は、以下の方法がございます。電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご検討のう
え、ご行使いただきますようお願い申し上げます。

 同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、ご返
送ください。議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場
合は、賛成の意思表示をされたものとして取り扱わせていただきます。

当社指定の議決権行使サイト （https://evote.tr.mufg.jp/） に
て議案に対する賛否をご入力ください。

（1）郵送とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インターネットによる議決権行使を有効
　　とさせていただきます。
（2）インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使された内容を有効とさせてい
　　ただきます。

開催日時

行使期限

行使期限

詳
細
は
次
ペ
ー
ジ
を
ご
覧
く
だ
さ
い
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見本

インターネットによる議決権行使のご案内
スマートフォンを使用して
QRコードを読み取る方法

ログインID・仮パスワードを
入力する方法

議決権行使サイト https://evote.tr.mufg.jp/議決権行使書副票に記載のログインID、仮パスワードを入力す
ることなく、議決権行使サイトにログインすることができます。

議決権行使書副票（右側）に記載のQRコードを読み取っ
てください。

1 議決権行使サイトにアクセスしてください。1

クリック

議決権行使書副票（右側）に記載された「ログインID・
仮パスワード」を入力しクリックしてください。

2

「ログインID・仮パス
ワード」を入力

「ログイン」を
以降は、画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

以降は、画面の案内に従って賛否をご入力ください。3

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク
0120－173－027

（通話料無料／受付時間 午前9時～午後9時）
インターネットによる議決権行使に関するお問合せ

ご注意事項
・パソコンやスマートフォンのご利用環境によっては、議決権行使サイトがご利用できない場合があります。
・議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する通信料金等の費用は、株主様のご負担となります。
・インターネットによる議決権行使でパソコンやスマートフォンの操作方法等がご不明な場合は、下記にお問い合わせください。

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。
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株主総会参考書類
議案及び参考事項

第１号議案 取締役４名選任の件

取締役５名全員は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります。つきまして、取
締役４名の選任をお願いするものであります。なお、取締役馬締和久氏は本総会終結の時をも
って退任いたします。
取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号 氏 名 当社における地位及び担当

1 中
なか

井
い

千 代 助
ち よ すけ

再 任 男 性 代表取締役社長

2 中
なか

井
い

俊
しゅん

輔
すけ

再 任 男 性 専務取締役

3 石
いし

塚
づか

英
えい

一
いち 再 任 男 性

社外取締役候補者
独立役員

取締役（社外）

4 熊
くま

切
きり

直
なお

美
み 再 任 男 性

社外取締役候補者
独立役員

取締役（社外）
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候補者
番号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況 所有する当社

の株式数

１
中
なか

井
い

千代助
ち よ すけ

（1950年12月８日生）
（再 任）

1983年４月 ㈱千葉中井材木店（現 ㈱シー・エス・ラン
バー）を設立、代表取締役社長に就任
（現任）

2018年６月 ㈱シー･エス･マテリアル取締役就任（現任）
2020年12月 ㈱シー・エス・リアルエステート代表取締役

就任（現任）
㈱シー・エス・不動産リース代表取締役就任
（現任）

2021年６月 ㈱シー・エス・ビルド取締役就任（現任）
2022年６月 ㈱シー・エス・物流代表取締役に就任（現

任）
2026年 2 月 サンヨー建設㈱代表取締役に就任（現任）

現在に至る
（重要な兼職の状況）
㈱シー・エス・物流 代表取締役
㈱なのはなハウジング 代表取締役
㈱シー・エス・ホーム 代表取締役
㈱シー・エス・マテリアル 取締役
㈱シー・エス・リアルエステート 代表取締役
㈱シー・エス・不動産リース 代表取締役
㈱シー・エス・ビルド 取締役
サンヨー建設㈱ 代表取締役
（取締役候補者とした理由）
同氏は、当社の創業者であり、当社の経営者として、また当
社子会社の役員として、その強いリーダーシップを発揮し、
長年にわたり当社グループの事業運営をけん引してまいりま
した。
今後も住宅関連業界に関する豊富な経験や幅広い見識、及び
経営者としてのリーダーシップを当社の経営に活かしていた
だくため、取締役として選任をお願いするものです。

50,700株
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候補者
番号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況 所有する当社

の株式数

2
中
なか

井
い

俊
しゅん

輔
すけ

（1985年７月30日生）
（再 任）

2016年７月 当社入社
2018年６月 ㈱シー・エス・マテリアル取締役就任
2018年11月 当社山武工場長、東金端柄工場長就任
2019年６月 当社購買部次長就任
2020年８月 ㈱シー・エス・マテリアル代表取締役就任

（現任）
2020年12月 ㈱シー・エス・リアルエステート取締役就任

㈱シー・エス・不動産リース取締役就任
2021年６月 ㈱シー・エス・ビルド取締役就任（現任）
2022年５月 当社執行役員就任
2022年８月 ㈱シー・エス・物流代表取締役就任（現任）

㈱なのはなハウジング取締役就任（現任）
㈱シー・エス・ホーム代表取締役就任（現
任）
㈱シー・エス・リアルエステート代表取締役
就任（現任）
㈱シー・エス・不動産リース代表取締役就任
（現任）

2022年 8 月 当社取締役就任
2022年 9 月 当社製造部長就任
2023年 7 月 当社購買部長就任
2024年６月 当社在来営業一部長就任
2024年 8 月 当社在来営業部長就任
2025年 8 月 当社専務取締役就任（現任）

現在に至る
（重要な兼職の状況）
㈱シー・エス・物流 代表取締役
㈱なのはなハウジング 取締役
㈱シー・エス・ホーム 代表取締役
㈱シー・エス・マテリアル 代表取締役
㈱シー・エス・リアルエステート 代表取締役
㈱シー・エス・不動産リース 代表取締役
㈱シー・エス・ビルド 取締役
（取締役候補者とした理由）
同氏は、木材業界における豊富な経験と幅広い見識や実績を
有し、当社の各子会社の経営者や役員として、当社グループ
の事業運営を支えてまいりました。
今後も、それらの経験や見識を当社の経営に活かしていただ
くため、取締役として選任をお願いするものです。

50,000株
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候補者
番号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況 所有する当社

の株式数

3
石
いし

塚
づか

英
えい

一
いち

（1953年３月23日生）
（社 外 取 締 役）
（再 任）

1988年４月 弁護士登録（千葉）
2001年２月 千葉県社会福祉協議会理事就任
2006年５月 ㈱オンザウェイ監査役就任（現任）
2007年10月 千葉労働局・紛争調整委員会委員就任
2012年４月 千葉簡易裁判所・千葉地方裁判所民事調停委

員就任
2012年10月 独立行政法人千葉医療センター受託研究審査

委員会委員就任
2018年２月 当社取締役就任（現任）

現在に至る
（重要な兼職の状況）
石塚法律事務所 所長
㈱オンザウェイ 監査役
（社外取締役候補者とした理由及び期待される役割等）
同氏は、社会福祉関連を始めとして、民法、会社法を専門と
する弁護士として一般民事や企業法務などに幅広い知識・識
見を有しており、また裁判所の民事調停委員としての経験も
有し、それらの経験や見識を当社の経営に活かしていただく
ため、社外取締役として選任をお願いするものです。
選任後は、弁護士としての専門的な知見を活かし、特に法律
に関して示唆に富む助言をしていただくなど、当社グループ
の企業価値の持続的な向上の強化が期待されます。

−
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候補者
番号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況 所有する当社

の株式数

4
熊
くま

切
きり

直
なお

美
み

（1958年９月26日生）
（社 外 取 締 役）
（再 任）

1984年４月 大東建託㈱入社
2001年４月 同社執行役員住宅販売部長就任
2004年６月 同社取締役テナント営業統括本部長就任
2006年４月 同社常務取締役業務本部長兼法務部長就任
2011年４月 同社専務取締役執行役員東日本営業本部長就任
2012年４月 同社取締役専務執行役員東日本営業本部長兼

首都圏営業本部長就任
2013年４月 同社代表取締役社長執行役員建築事業本部・

経営管理本部担当
2016年４月 同社代表取締役社長建築事業本部・経営管理

本部担当
2019年３月 同社代表取締役社長退任
2019年６月 同社取締役退任
2019年８月 当社取締役就任（現任）

現在に至る
（社外取締役候補者とした理由及び期待される役割等）
同氏は、大手建設・不動産会社の経営者として、長年同社グ
ループの経営全般にわたり強いリーダーシップを発揮し、ま
た当社グループが属する住宅関連業界に関する豊富な経験や
幅広い見識を有しており、それらの経験や見識を当社の経営
に活かしていただくため、社外取締役として選任をお願いす
るものです。
選任後は、住宅関連業界における企業経営経験者としての目
線から示唆の富む助言をしていただくなど、当社グループの
企業価値の持続的な向上の強化が期待されます。

−

（注）１． 各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
２． 取締役候補者のうち、石塚英一氏及び熊切直美氏は、会社法施行規則第２条第３項第７号に定める

社外取締役候補者であります。
なお、当社は、石塚英一氏及び熊切直美氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定
し、同取引所に届け出ており、この２名が社外取締役に選任され就任した場合には、引き続き独立
役員として届け出る予定であります。

３． 当社は、非業務執行取締役との間で会社法第423条第1項の賠償責任を限定する契約を締結してお
ります。ただし、当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令で定める額としております。非業務
執行取締役は、社外取締役候補者である石塚英一氏及び熊切直美氏が該当しており、この２名とは
既に責任限定契約を締結しております。

４． 現在当社の社外取締役である社外取締役候補者の社外取締役としての在任期間は、本総会の終結の
時をもって、石塚英一氏が8年６ヶ月、及び熊切直美氏が7年となります。
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５． 当社は、取締役、監査役、執行役員及び当社子会社の役員を被保険者として、会社法第430条の３
第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。本議案が原案ど
おり承認され、各候補者が選任された場合は、各候補者は当該保険契約の被保険者となります。
保険料は、特約部分も含め会社が全額負担しており、被保険者の実質的な保険料負担はありませ
ん。当該保険契約は、被保険者である役員等がその職務の執行に関し責任を負うこと、又は当該責
任の追及に係る請求を受けることによって生ずる損害について補填するものです。但し、法令違反
の行為であることを認識して行った行為に起因して生じた損害は補填されないなど、一定の免責事
由があります。

（ご参考）取締役候補者が保有するスキル・期待する役割

第１号議案に記載の取締役候補者が保有する主な専門性や知識・経験・能力等のスキルに関
する状況は、次のとおりであります。

候補者
番 号 氏 名 就任予定

の地位
企業
経営

業界
知識 営業 製造

設計
コンプラ
イアンス
法務

財務
会計
税務

経営
企画

取

締

役

1 中
なか

井
い

千 代 助
ち よ すけ 代表取締役

社長 ● ● ● ● ● ●

2 中
なか

井
い

俊
しゅん

輔
すけ

専務取締役 ● ● ● ●

3 石
いし

塚
づか

英
えい

一
いち 取締役

（社外） ●

4 熊
くま

切
きり

直
なお

美
み 取締役

（社外） ● ● ●

（注）本一覧表は、各人の有するすべての知見や経験を表すものではありません。
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第２号議案 会計監査人選任の件

会計監査人千葉第一監査法人は、本総会終結の時をもって任期満了により退任されますの
で、監査役会の決定に基づき、オリエント監査法人を会計監査人に選任することにつきご承認
をお願いするものであります。
なお、監査役会がオリエント監査法人を会計監査人の候補者とした理由は、当社の事業状況

に即した新たな視点からの監査が期待できることに加え、同監査法人の専門性、独立性、品質
管理体制及び監査報酬の水準等を総合的に勘案した結果、当社の会計監査人として適任である
と判断したためであります。
会計監査人候補者は、次のとおりであります。

名 称 オリエント監査法人
主たる事務所の所在地 東京都千代田区神田駿河台二丁目11番16号 さいかち坂ビル402

沿 革

2011年9月 設立（東京事務所（本部）及び大阪事務所）

2021年4月 日本公認会計士協会「上場会社監査事務所-準登録名簿（品質
管理レビュー実施前監査事務所）」登録

2023年1月 日本公認会計士協会「上場会社監査事務所名簿」本登録

2023年4月 公認会計士法の改正により、「みなし登録上場会社等監査人」
として業務開始

2024年7月 日本公認会計士協会「上場会社等監査人名簿」登録（2024年
7月10日付）

以降、登録上場会社等監査人として業務開始

概 要

構 成 人 員 代 表 社 員 ・ 社 員 ： 12名
公 認 会 計 士 ： 40名
公認会計士試験合格者 ： 1名
そ の 他 ： 2名
事 務 職 員 ： 3名
合 計 ： 58名

関与会社数 31法人（内、金商法・会社法監査（上場会社）：6社）

以 上
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事 業 報 告

（2025
2026

年
年

６
５

月
月

１
31

日から
日まで）

１．企業集団の現況に関する事項

（1）事業の経過及び成果
当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善を背景に、景気は緩やかな

回復基調を維持したものの、物価上昇による個人消費の押し下げや米国を中心とした通商政
策を巡る不確実性、地政学リスクの高まりなどから、先行きは不透明な状況となりました。
当社グループが属する住宅関連業界におきましては、2025年４月施行の改正建築基準法

（省エネ基準適合義務化等）に伴う駆け込み需要の反動減や、建築確認手続の長期化を背景
に、新設住宅着工戸数が2025年６月から2026年５月までの累計では5.3％減となりました。
当連結会計年度の後半にかけては、2025年10月や2026年４月に前年同月比で増加に転じる
月もみられ、反動減の一巡に伴う持ち直しの動きもある一方で、建築資材・労務費等の高騰
による住宅建築価格の上昇に、日銀の政策金利引き上げを受けた住宅ローン金利上昇懸念が
重なり、住宅取得マインドは依然として力強さを欠いております。加えて、当連結会計年度
末にかけては、中東情勢の緊迫化により原油・ナフサ価格が上昇し、塗料・断熱材・接着剤
等の石油由来建材を中心に値上げや供給の制約が発生、それを受けた建築現場での工事遅延
が散見されるなど、引き続き予断を許さない状況が続いております。
このような状況のもと、当社グループは、営業面では、2026年2月に在来営業本部と２×

４営業本部を統合し、プレカットと建材・サイディングプレカットの総合的な営業力を強化
すべく営業本部を新設したほか、引き続き徹底した歩留り追求、配送効率の向上に努めてま
いりました。また、建築請負を新たな収益の柱として育成してまいりました。あわせて、収
益基盤の安定化を図るため、複数の賃貸用不動産の取得を進めてまいりました。

その結果、当連結会計年度の売上高は20,381百万円(前年同期比1.4％減)、営業利益は
1,134百万円(同36.1％減)、経常利益は1,002百万円(同40.4％減)、親会社株主に帰属する
当期純利益は693百万円(同40.1％減)となりました。
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セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。
（単位：百万円、％）

第43期 第44期
前期増減比

売上高 構成比 売上高 構成比
プレカット事業 15,249 73.8 14,430 70.8 △5.4
建築請負事業 5,170 25.0 5,814 28.5 12.5
不動産賃貸事業 1,123 5.4 1,344 6.6 19.6
その他事業 356 1.7 207 1.0 △42.0

セグメント間消去 △1,227 △5.9 △1,414 △6.9 −
合計 20,673 100.0 20,381 100.0 △1.4

(プレカット事業)
当セグメントにおきましては、新設住宅着工戸数の低迷が続くなか、限られた受注を同業

他社と価格競争で取り合う構図が強まり、収益改善が難しい局面が続きました。このような
環境下においても、大型非住宅物件の受注や坪数の確保に注力するとともに、資材提供に建
て方工事を組み合わせた「材工一体」の取組みを加速させ、売上の確保に努めてまいりまし
た。サイディングプレカット事業については、次期以降の受注につながる営業活動を積極的
に展開し、顧客開拓の布石を打ってまいりました。
プレカット事業の合計出荷棟数は、5,106棟（同6.9％減）、出荷坪数は、212千坪（同4.6

％減）と前年同期を下回る結果となりました。部門別としましては、在来部門は出荷棟数
3,815棟(同6.5％減)、出荷坪数134千坪(同5.0％減)、ツーバイフォー部門は出荷棟数1,291
棟(同8.1％減)、出荷坪数77千坪(同3.8％減)となりました。
その結果、売上高は14,430百万円(同5.4％減)、セグメント利益は55百万円(同92.5％減)

となりました。
(建築請負事業)

当セグメントにおきましては、組織体制強化のため、グループ全体での営業活動を行う組
織変更を行い、大手取引先中心の提案・受注活動を推進してまいりました。業種・規模を問
わず幅広く対応する営業スタイルへの転換が奏功し、当初より順調に大手取引先からの受注
を獲得し、着工棟数は183棟、うち、大型木造施設は20棟となりました。また、完工棟数は
前期着工済みを含め188棟、うち、大型木造施設は27棟となりました。
その結果、売上高は5,814百万円(同12.5％増)、セグメント利益は336百万円(同8.8％減)

となりました。
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(不動産賃貸事業)
当セグメントにおきましては、賃貸物件を新たに11物件取得し、保育所23物件、その他の

賃貸施設43物件から安定した賃料収入を維持しております。
その結果、売上高は1,344百万円(同19.6％増)、セグメント利益は675百万円(同16.6％

増)となりました。
(その他事業)

当セグメントには、不動産販売事業を区分しております。
不動産販売事業におきましては、土地９区画、木造注文住宅１戸、建売住宅１戸を販売い

たしました。
その結果、売上高は207百万円(同42.0％減)、セグメント利益は6百万円(前年同期はセグ

メント損失1百万円）となりました。

（2）設備投資の状況
当連結会計年度の設備投資（のれんを除く無形固定資産への投資を含む）の総額は４,090

百万円であります。主な内容は賃貸不動産の取得3,735百万円、プレカット加工機の取得
133百万円、合板加工機２基の取得95百万円等であります。

（3）資金調達の状況
当連結会計年度においては、賃貸不動産及び子会社株式の取得資金として長期借入金

3,321百万円を調達いたしました。また、運転資金として短期借入金525百万円を調達いた
しました。
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（4）対処すべき課題
当社グループは、プレカット事業を基盤としつつも、プレカット事業の枠にとらわれるこ

となく、創意工夫で多様な収益源を創りながら、事業の拡大・成長を続ける企業集団を目指
すため、中期経営計画「シー・エス・ランバーVISION 2032」を掲げ、その達成に向けて
取組んでおります。

我が国経済は、一部で企業業績の改善や賃上げの動きが見られるものの、継続的な物価上
昇に伴う実質賃金の伸び悩みから生活防衛意識が根強く、個人消費は力強さを欠いておりま
す。また、為替相場の変動や金利動向に加え、中東情勢は依然として緊張状態が続いてお
り、我が国経済の先行きは不透明な状況が続いております。
住宅関連業界におきましては、先行きの人口減少による住宅需要の減少、建築コストの高

止まりや大工・職人の人材不足などの構造的な課題に加えて、足もとの物価上昇や住宅ロー
ン金利の上昇懸念による1次取得者層の住宅取得マインド低下などを受け、戸建てを中心に
新設住宅着工戸数が伸び悩んでおり、厳しい事業環境となっております。このような事業環
境のもと、当社グループは変化を的確に捉え、迅速に行動し、競争力を高めて行くことで持
続的な成長と企業価値の向上を果たしてまいります。
こうした課題に対処するために、セグメント別に施策を展開してまいります。

①セグメント別の施策
（プレカット事業）

新規事業であるサイディング（外壁材）プレカット事業については、構造材プレカッ
ト営業と連携して提案力を強化し、シナジー効果による受注拡大を図ってまいります。
構造材と建て方工事を組み合わせた「材工一体」での提案、建具など建築資材とのセ

ット提案等を通じて、顧客のニーズや課題に対し、トータルで提案できる営業力の強化
を図ってまいります。
工場では、プレカット加工機の刷新により、省人化や無人化ラインを導入し、更なる

原価低減と歩留まりを追求し、コスト競争力を徹底的に高めてまいります。また、同時
に製販連携強化による付加価値の最大化を図ってまいります。
積極的なドライバー人財の登用と育成に注力し、IT・DⅩ化も進めながら更なる配送

効率の向上に努めてまいります。
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（建築請負事業）
プレカット事業との連携を強化し、将来的な大工・職人不足に備えて、職人人財を積

極的に登用し多能的技術職を育成し、「材工一体」での受注拡大やエリア拡大に対応する
体制構築と同時にIT・DⅩ活用による施工管理の効率化・合理化を進めてまいります。
建築請負事業の子会社2社と本社建設事業部が一体となり、グループ全体での営業活動

を強化し、業種や規模を問わず幅広く対応することで、受注拡大に努めてまいります。
併せて、既存取引先への徹底した提案力の強化に加え、新規取引先の不動産会社や工務
店の開拓、紹介ルートの確保等にも努めてまいります。昨今では、脱炭素等、社会の持
続可能性や企業の社会的責任に対する意識が高まっており、都市（まち）の木造化促進
法により木材利用の拡大が見込まれる大型木造施設も積極的に受注し、アパート・保育
所建築等で蓄積した大型木造建築ノウハウとブランド力をフル活用してまいります。

（不動産賃貸事業）
経営基盤の安定化のため、駅近の収益物件や不動産販売事業における将来の戸建て分

譲候補地の取得を積極的に進め、安定した賃貸収入を確保してまいります。
首都圏では待機児童の解消が進み、当社主力賃貸物件である保育所開設の拡大が望み

にくい環境下にありますが、随時募集状況を確認し、新規保育所開設にも取組んでまい
ります。なお、当連結会計年度においては、2026年４月に保育所２箇所を開設いたしま
した。

（その他事業）
不動産販売事業では、安定的に分譲販売を行っていくため、販売仲介企業との連携強

化を図ってまいります。不動産賃貸事業におけるアパート等の収益物件用地をしかるべ
きタイミングで分譲用地へと活用していく比較的中長期の販売計画に向けて、販売力の
強化に努めてまいります。

②その他の取組み
将来の経営幹部の育成、女性社員の活躍促進に向けた環境整備に取組み、社員の知識

向上・スキルアップを図る教育態勢の構築を進めてまいります。加えて、リスク管理態
勢の強化、グループ企業間の連携強化を通し、企業価値を高めてまいります。

株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご支援を賜りますようお願い申し上げます。
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（5）財産及び損益の状況の推移
①企業集団の財産及び損益の状況

（単位：百万円）

区 分 第41期
2023年５月期

第42期
2024年５月期

第43期
2025年５月期

第44期
（当連結会計年度）

2026年５月期

売 上 高 24,547 21,132 20,673 20,381

経 常 利 益 3,182 2,082 1,680 1,002

親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益 2,235 1,435 1,157 693

１株当たり当期純利益 1,212円03銭 776円11銭 625円99銭 374円69銭

総 資 産 22,358 23,532 26,938 30,279

純 資 産 8,990 10,287 11,289 11,883

１ 株 当 た り 純 資 産 4,860円17銭 5,561円57銭 6,103円07銭 6,424円23銭

（注）１株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数、１株当たり純資産は期末発行済株式総数に基づき算
出しております。
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②当社の財産及び損益の状況
（単位：百万円）

区 分 第41期
2023年５月期

第42期
2024年５月期

第43期
2025年５月期

第44期
（当期）

2026年５月期

売 上 高 20,843 16,694 15,854 15,434

経 常 利 益 2,772 1,660 1,274 759

当 期 純 利 益 1,970 1,169 916 616

１株当たり当期純利益 1,068円58銭 632円41銭 495円23銭 333円34銭

総 資 産 18,361 18,715 21,508 22,210

純 資 産 8,039 9,069 9,833 10,351

１ 株 当 た り 純 資 産 4,346円01銭 4,902円79銭 5,315円90銭 5,596円31銭

（注）１株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数、１株当たり純資産は期末発行済株式総数に基づき算
出しております。
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（6）重要な子会社の状況（2026年５月31日現在）
会 社 名 資 本 金 出資比率 主要な事業内容

株式会社シー・エス・物流 10百万円 100％ 住宅用資材の配送
株式会社なのはなハウジング 20百万円 100％ 木造住宅建築請負

株式会社シー・エス・ホーム 100百万円 100
(45

％
％) 大型木造施設の建築請負

株式会社シー・エス・マテリアル 10百万円 100％ 木材の製材及び加工
株式会社シー・エス・リアルエステート 10百万円 100％ 不動産販売
株式会社シー・エス・不動産リース 100百万円 100％ 不動産賃貸
株式会社シー・エス・ビルド 10百万円 100％ 建て方工事請負
サンヨー建設株式会社 10百万円 100％ 木造住宅建築請負、建設工事請負
（注）出資比率の( )内は、間接所有割合の内数となっております。

（7）主要な事業内容（2026年５月31日現在）
事業セグメントの名称 事業内容

プレカット事業
在来軸組工法における設計、木材のプレカット加工及び販売
ツーバイフォー工法における設計、木材のプレカット加工、パネルの製造及び販売
サイディング（外壁材）プレカット加工及び販売、建て方工事の請負

建築請負事業 木造戸建住宅・木造一般建築物の建築（新築・増改築）請負
建設工事請負

不動産賃貸事業 不動産賃貸及び管理

その他事業 不動産の販売
木造注文住宅の建築請負
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（8）主な営業所及び工場（2026年５月31日現在）
①当社
本 社 千葉市花見川区幕張本郷
幕 張 事 業 所 同 上
東 京 事 業 所 東 京 都 大 田 区 西 蒲 田
東 金 工 場 千葉県東金市滝沢字手城沢
山 武 工 場 千葉県山武市木原字北山

②子会社
㈱ シ ー ・ エ ス ・ 物 流 千葉県東金市滝沢字手城沢
㈱ な の は な ハ ウ ジ ン グ 千 葉 市 稲 毛 区 長 沼 原 町
㈱ シ ー ・ エ ス ・ ホ ー ム 同 上
㈱シー・エス・マテリアル 千葉県東金市油井字丑子台
㈱シー・エス・リアルエステート 千葉市花見川区幕張本郷
㈱シー・エス・不動産リース 同 上
㈱ シ ー ・ エ ス ・ ビ ル ド 千 葉 市 稲 毛 区 長 沼 原 町
サ ン ヨ ー 建 設 ㈱ 千 葉 県 木 更 津 市 港 南 台

（9）従業員の状況（2026年５月31日現在）
①企業集団の従業員の状況

区 分 従業員数（名） 前期比増減（名）
男 性 241 △1
女 性 79 △7
合 計 320 △8

②当社の従業員の状況

区 分 従業員数
（名）

前期比増減
（名）

平均年齢
（歳）

平均勤続年数
（年）

臨時従業員数
（名）

男 性 149 − 41.4 8.3 100
女 性 60 △1 39.3 7.3 5

合計又は平均 209 △1 40.8 8.0 105
（注）1．臨時従業員には、嘱託社員・契約社員・パートタイマーを含み、派遣社員を除いております。

2．臨時従業員数は、労働時間を１日８時間換算して算出しております。
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（10）主要な借入先（2026年５月31日現在）
（単位：百万円）

借 入 先 借 入 残 高
株 式 会 社 千 葉 銀 行 4,550
株 式 会 社 京 葉 銀 行 2,020
シ ン ジ ケ ー ト ロ ー ン 1,600
株 式 会 社 三 菱 UFJ 銀 行 1,323
株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 955
株 式 会 社 千 葉 興 業 銀 行 923
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 819
千 葉 信 用 金 庫 42
（注）１．株式会社京葉銀行の借入残高には社債（私募債）の未償還額350百万円を含んでおります。

２．シンジケートローンは、株式会社三菱UFJ銀行他5行からの協調融資によるものであります。
３．千葉信用金庫の借入残高には社債（私募債）の未償還額10百万円を含んでおります。

２．会社の株式に関する事項（2026年５月31日現在）
（1） 発行可能株式総数 5,994,000株
（2） 発行済株式の総数 1,850,100株
（3） 株主数 686名
（4） 大株主（上位10位）

株 主 名 当社への出資状況
持 株 数 持株比率

株 式 会 社 千 代 660,000株 35.68％
ＩＮＴＥＲＡＣＴＩＶＥ ＢＲＯＫＥＲＳ ＬＬＣ 151,100 8.16
日 本 証 券 金 融 株 式 会 社 85,900 4.64
上 田 八 木 短 資 株 式 会 社 68,900 3.72
内 藤 征 吾 55,200 2.98
中 井 千 代 助 50,700 2.74
中 井 俊 輔 50,000 2.70
中 井 政 助 50,000 2.70
中 井 礼 子 49,900 2.69
野 村 證 券 株 式 会 社 38,000 2.05
（注）持株比率は、自己株式（329株）を控除して計算しております。
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３．会社の新株予約権等に関する事項（2026年５月31日現在）
（1）当事業年度末日における新株予約権の状況

該当事項はありません。

（2）当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対して交付した新株予約権の状況
該当事項はありません。

（3）その他新株予約権等に関する重要な事項
該当事項はありません。
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４．会社役員に関する事項（2026年５月31日現在）
（1）取締役及び監査役の氏名等

氏 名 地位及び担当 重要な兼職の状況

中 井 千代助 代表取締役社長

㈱シー・エス・物流 代表取締役
㈱なのはなハウジング 代表取締役
㈱シー・エス・ホーム 代表取締役
㈱シー・エス・マテリアル 取締役
㈱シー・エス・リアルエステート 代表取締役
㈱シー・エス・不動産リース 代表取締役
㈱シー・エス・ビルド 取締役
サンヨー建設㈱ 代表取締役

中 井 俊 輔 専務取締役

㈱シー・エス・物流 代表取締役
㈱なのはなハウジング 取締役
㈱シー・エス・ホーム 代表取締役
㈱シー・エス・マテリアル 代表取締役
㈱シー・エス・リアルエステート 代表取締役
㈱シー・エス・不動産リース 代表取締役
㈱シー・エス・ビルド 取締役

馬 締 和 久 取締役（社外） −

石 塚 英 一 取締役（社外） 石塚法律事務所 所長
㈱オンザウェイ 監査役

熊 切 直 美 取締役（社外） −

君 塚 一 郎 常勤監査役

㈱シー・エス・物流 監査役
㈱なのはなハウジング 監査役
㈱シー・エス・ホーム 監査役
㈱シー・エス・マテリアル 監査役
㈱シー・エス・リアルエステート 監査役
㈱シー・エス・不動産リース 監査役
㈱シー・エス・ビルド 監査役
サンヨー建設㈱ 監査役

竹 俣 裕 幸 監査役（社外） −

竹 繁 利 栄 監査役（社外） 竹繁利栄税理士事務所 所長
日清医療食品㈱ 非常勤監査役
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（注）1．取締役馬締和久氏、石塚英一氏及び熊切直美氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であり
ます。

2．監査役竹俣裕幸氏及び竹繁利栄氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
3．当社は取締役馬締和久氏、石塚英一氏、熊切直美氏及び監査役竹俣裕幸氏、竹繁利栄氏を東京証券取

引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
4．社外取締役石塚英一氏は、弁護士の資格を有しており、一般民事や企業法務に関する相当程度の知見

を有するものであります。
5．社外監査役竹繁利栄氏は、税理士の資格を有しており、税務に関する相当程度の知見を有するもので

あります。

（2）責任限定契約の内容の概要
当社は、社外取締役及び監査役全員との間で、会社法第423条第１項の責任につき、善意

でかつ重大な過失がないときは、同法第425条第１項各号の定める額の合計額を限度として
責任を負担する旨を定めた契約を締結しております。

（3）役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、取締役、監査役、執行役員及び当社子会社の役員を被保険者として、会社法第

430条の３第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。
保険料は、特約部分も含め会社が全額負担しており、被保険者の実質的な保険料負担はあ

りません。
当該保険契約は、被保険者である役員等がその職務の執行に関し責任を負うこと、又は当

該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずる損害について補填するものです。但し、
法令違反の行為であることを認識して行った行為に起因して生じた損害は補填されないなど、
一定の免責事由があります。
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（4）当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等
①取締役及び監査役の報酬等の総額等

役員区分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

取締役
（うち社外取締役）

60
（ 6）

60
（ 6）

−
（−）

−
（−）

6名
（ 3名）

監査役
（うち社外監査役）

11
（ 2）

11
（ 2）

−
（−）

−
（−）

3名
（ 2名）

合 計
（うち社外役員）

71
（ 8）

71
（ 8）

−
（−）

−
（−）

9名
（ 5名）

（注）1．上記報酬等の総額には、当事業年度における役員退職慰労引当金の繰入額６百万円（取締役３名に対
し６百万円、監査役1名に対し0百万円）が含まれております。

2．上記のほか、使用人兼務取締役に対する使用人給与（賞与を含む。）は1百万円であります。
3．上記報酬の額のほか、2025年6月20日をもって辞任した取締役に対して、当事業年度及び過年度の

事業報告において開示した役員退職慰労引当金繰入額と同額の役員退職慰労金を支給しております。

②取締役及び監査役の報酬等に関する株主総会の決議に関する事項
当社取締役及び監査役の金銭報酬の額は、2000年１月27日開催の第18期定時株主総会

において取締役は年額100百万円以内及び監査役は年額20百万円以内と決議しております
（使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない。）。当該定時株主総会終結時点の取締役の員
数は７名、監査役の員数は１名です。

③取締役の個人別の報酬等の内容についての決定方針に関する事項
イ．当該方針の決定の方法

2021年２月15日開催の取締役会において決定方針を決議いたしました。
ロ．当該方針の内容の概要

当社の取締役の報酬は、役員規程に定めるところにより、固定報酬（金銭報酬）として
の月額報酬及び役員退職慰労金、並びに業績連動報酬等としての役員賞与により構成され
ています。しかしながら、当該報酬のうち業績連動報酬等としての役員賞与の支給は、現
在に至るまで実施しておりませんし、役員賞与以外の業績連動報酬等を採用しておりませ
ん。また、当社は、取締役の個人別の報酬等について、非金銭報酬等を採用しておりませ
ん。そのため、当社は、取締役の個人別の報酬等については、全額固定報酬としての月額
報酬及び役員退職慰労金で支給しております。
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当社は、報酬総額の限度内において、個人別の報酬額を役位に対応して決定しておりま
す。なお、使用人兼務役員については、役員報酬分と使用人給与分に区分して決定してお
ります。
また、役員退職慰労金は、役員退職慰労金規程に定める役位別報酬月額、在任月数、功

労加算等によって算定される基準に基づきその額を決定し、株主総会決議を経て退任時に
支給しております。

ハ．当該事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が当該方針に沿うものであると取締
役会が判断した理由
取締役の個人別の報酬等の内容の決定にあたっては、役位に対応する職責の大きさ、業

務執行状況、業績等を総合的に勘案して検討を行っておりますので、取締役会も決定方針
に沿うものであると判断しております。

④取締役の個人別の報酬等の内容の決定の委任に関する事項
当事業年度におきましては、取締役の報酬について、2025年8月28日開催の取締役会に

おいて代表取締役社長中井千代助に個人別の報酬等の具体的な内容の決定を委任する旨の
決議を行い、代表取締役社長において決定を行っております。
代表取締役社長に委任した理由は、当社全体の業績を俯瞰しつつ各取締役の担当領域や

職責の評価を行うには代表取締役社長が最も適しているからです。
代表取締役社長は、取締役会決議に基づきその権限内容及び裁量範囲については特段の

制限を設けられておらず、役位に対応する職責の大きさ、業務執行状況、業績等を総合的
に勘案し、取締役会の協議を踏まえた上で決定することとしております。
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（5）社外役員に関する事項
①重要な兼職先である他の法人等と当社との関係

区 分 氏 名 重要な兼職の状況 当社との関係
社外取締役 馬締和久 − −

社外取締役 石塚英一 石塚法律事務所 所長
㈱オンザウェイ 監査役

当社との間には、特別の関係はあ
りません。

社外取締役 熊切直美 − −
社外監査役 竹俣裕幸 − −

社外監査役 竹繁利栄 竹繁利栄税理士事務所 所長
日清医療食品㈱ 非常勤監査役

当社との間には、特別の関係はあ
りません。

②主要取引先等特定関係事業者との関係
該当事項はありません。

③当事業年度における主な活動状況
区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

社外取締役 馬締和久
当事業年度に開催した取締役会15回のうち14回に出席し、大手商社に
おける木材事業の担当役員としての経験に基づき必要な発言を適宜行っ
ております。

社外取締役 石塚英一 当事業年度に開催した取締役会15回のうち14回に出席し、弁護士とし
ての専門知識及び経験に基づき必要な発言を適宜行っております。

社外取締役 熊切直美
当事業年度に開催した取締役会15回のうち14回に出席し、大手建設・
不動産会社における企業経営者としての経験に基づき必要な発言を適宜
行っております。

社外監査役 竹俣裕幸

当事業年度に開催した取締役会15回のうち14回に出席し、建材商社に
おける役員としての経験に基づき必要な発言を適宜行っております。ま
た、当事業年度に開催した監査役会14回のうち13回に出席し、監査結
果についての意見交換、監査に関する重要事項の協議等を行っておりま
す。

社外監査役 竹繁利栄

当事業年度に開催した取締役会15回のうち14回に出席し、税理士とし
ての専門知識及び経験に基づき必要な発言を適宜行っております。ま
た、当事業年度に開催した監査役会14回のうち14回に出席し、監査結
果についての意見交換、監査に関する重要事項の協議等を行っておりま
す。
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５．会計監査人に関する事項
（1）会計監査人の名称

千葉第一監査法人

（2）報酬等の総額
・当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 24百万円
・当社及び当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 24百万円
（注）1．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の

監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監
査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

2．監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、過年度
の監査契約における監査項目別、階層別監査時間の実績及び報酬額の推移並びに会計監査人の職務遂
行状況を確認し、当事業年度の監査計画及び報酬額の妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等に
ついて会社法第399条第１項の同意を行っております。

（3）会計監査人の解任又は不再任の決定方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場

合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたしま
す。
また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合

は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定
した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及び解
任の理由を説明いたします。
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６．会社の体制及び方針
（1）業務の適正を確保するための体制

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制及び業務の適正
を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。
① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

a.「取締役会規則」及び「会議体規程」に基づき、会議体において各取締役及び本部
長の職務の執行状況についての報告がなされる体制を整備するとともに、それに関
する意見を交換することにより、相互に職務執行を監視・監督する。

b.組織、職制、指揮命令系統及び業務分掌等を定めた「職制規程」、「業務分掌規程」
及び決裁制度の運用に関する基本的事項を定めた「職務権限規程」に基づき、これ
らの規程に従い職務の執行がなされる体制を整備し、経営環境の変化に対応する。

c.取締役及び使用人の職務の執行が、法令及び定款に適合し、企業倫理に則りかつ社
会的責任を果たすため、「コンプライアンス規程」を定め、取締役及び使用人に周知
徹底させる。

d.コンプライアンスを尊重する社内風土を醸成するため、コンプライアンス推進委員
会を設置し、事務局を管理本部とする。事務局は、コンプライアンス・マニュアル
を作成するとともに、取締役及び使用人に配布し、研修等の実施により、取締役及
び使用人のコンプライアンスに関する知識を高め、コンプライアンス推進体制の構
築・強化を図る。

e.法令違反などの早期発見と不祥事の未然防止を図るため、内部通報窓口を設けて、
取締役及び使用人が社内での法令違反について通報を行いやすい体制を構築すると
ともに、通報者に対して不利益な取扱いは行わないこととする。

f. 内部監査が実効的に行われることを確保するための体制として、業務執行部門から
独立し、社長が直轄する内部監査室を設置し、定期的に内部監査を実施する。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
a.取締役の職務執行に係る文書、その他重要な情報については、「役員規程」、「機密情
報管理規程」並びに「文書管理規程」に基づき、適正に保存及び管理を行う。

b.「プライバシーポリシー」に基づき、個人のお客さまに関する情報を適正に取得、
利用、管理する。
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③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
a.リスク管理体制の基礎として「リスク管理規程」を定め、リスク管理委員会で当社
グループの事業を取り巻く様々なリスクの評価・見直しを図り、適宜対策を講じる。

b.不測の事態が発生した場合には、「危機管理規程」に基づき、社長を本部長とする対
策本部を設置し、事態の把握と損失の最小化に努める。

c.会社として重要な課題である「安全」と「品質」について、そのリスクを専管する
組織として「安全衛生委員会」、「品質向上委員会」等を設ける。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
a.取締役会を定例として月に１回開催する他、適宜臨時に開催することにより、重要
事項に関して迅速かつ的確な意思決定及び業務執行の監督を行う。

b.職務執行を効率的に行うために、適正な組織と業務分掌を設定し、その執行に際し
ては、職務権限に基づき実効性のある意思決定を行う。

⑤ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
a.関係会社における重要な意思決定についての当社の関与の仕組みや、業務執行に係
る重要事項の当社への報告の仕組みを「関係会社管理規程」により整備し、管理・
監督を行う。

b.関係会社は、「リスク管理規程」に従い、リスクを発見した場合には速やかに当社の
リスク管理担当部署に報告を行い、当社は関係会社に対し事案に応じた支援を行う。

c.関係会社の自主性を尊重しつつ、関係会社が組織・業務分掌・職務権限等の職務執
行体制を適切に見直し、職務遂行に係る意思決定及び指揮体制を最適の状態に保つ
ように支援する。

d.当社と関係会社相互において、法令又は関係会社管理に関する規程に違反する事項
を発見した場合に当社内部通報窓口へその旨を通報する仕組みを定め、「コンプライ
アンス規程」に基づき適切な対応を行う。

e.管理本部が関係会社の内部統制を統括する。内部監査室が内部監査を実施し、管理
本部はその結果に基づいて、必要があれば関係会社に対して指示又は勧告を行う。
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⑥ 監査役の補助使用人に関する事項、当該使用人の取締役からの独立性に関する事項及
び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
a.監査役がその職務を補助する使用人を置くことを求めた場合は、監査役の要請に応
じて、監査役の職務を補助するための使用人を置くこととし、その任命、解任、異
動については、監査役の同意を必要とする。

b.監査役の職務を補助する使用人を置く場合は、当社の業務執行に係る役職を兼務せ
ず、監査役の指揮命令下で職務を遂行し、その評価については監査役の意見を聴取
して行う。

⑦ 監査役への報告に関する体制
a.監査役は重要な会議に出席し、取締役等からその職務執行状況を聴取し、関係資料
を閲覧することができる。

b.取締役及び使用人は、定期的に職務執行状況を監査役に報告する。
c.法令違反その他のコンプライアンス上の問題点について、監査役への適切な報告体
制を確保する。

d.監査役に対して報告を行った取締役及び使用人に対する不利な取扱いを禁止する旨
を周知徹底する。

⑧ 監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
監査役が職務の執行について生じる費用又は債務を請求したときは、当該監査役の職
務に必要でないと認められた場合を除き、これを負担する。

⑨ 監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
代表取締役は、監査役と適時会合を持ち、業務報告とは別に会社運営に関する意見交
換などを行い、意思疎通を図る。
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⑩ 反社会的勢力排除を確保するための方針及び体制
a.当社及び関係会社は、法令及び社会的規範を遵守し、良識ある企業活動を行ってお
客さまに貢献することを目指す。

b.反社会的勢力及び団体に対しては、組織・役員及び使用人一体として毅然とした態
度で対応し、取引関係その他一切の関係を持たない。

c.「反社会的勢力対策規程」及び「不当要求行為対応マニュアル」に基づき、総務部
が該当本部と一体となって反社会的勢力の対応窓口となり、所轄警察署や弁護士等
の外部の専門機関との連携を図る体制を構築する。

⑪ 環境への取組みを確保するための方針及び体制
a.当社及び関係会社は、良き企業市民として、地球環境の保全に十分配慮することを
環境に対する基本姿勢とする。

b.端材の発生を抑制し、また再利用やリサイクルに取組み、循環型社会の構築に向け
た努力を行う。

c.やむを得ず廃棄物が発生する場合も、「産業廃棄物処理委託規程」に基づき、適切な
廃棄が行われる体制を構築する。

⑫ 企業の社会的責任（CSR）の推進を確保するための方針及び体制
a.当社及び関係会社は、「社是」及び「シー・エス・ランバーグループ経営理念」に基
づき、あらゆる事業活動を通じて調和のとれた持続可能な社会の発展に貢献する。

b.企業が社会へ与える影響に責任をもち、全てのステークホルダーとのオープンなコ
ミュニケーションを通じて適切に意思決定をし、ステークホルダーとの健全な関係
の維持・発展に努める。

c.業界団体の諸活動等にも積極的に参画し、木造住宅が豊かな社会生活に対してでき
るものを追求する。
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（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況
業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は下記のとおりであります。
取締役会は月１回の定例取締役会のほか、必要に応じて臨時取締役会を適宜開催し、経営

に関する重要事項の審議・意思決定及び業務執行状況の監督を行っております。
監査役会は月１回の定例監査役会を開催し、監査状況の確認及び協議を行うほか、内部監

査室や会計監査人とも連携し、随時監査についての情報共有を求めております。
また、内部監査室が各業務の運営に対する監査（モニタリング機能）を担うほか、コンプ

ライアンス推進委員会及びリスク管理委員会がリスク管理体制の評価と見直しを行い、外部
弁護士も指導や監督活動に参画することにより、内部統制の確保及び運用状況の確認を行っ
ております。

（3）剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、将来の事業展開と経営体質強化のために必要な内部留保を強化しつつ配当の継続

性・安定性を考慮した上で、経営成績に応じた配当を実施していくことを基本方針としてお
ります。
また、内部留保資金につきましては、財務基盤の強化のために借入金の返済に優先して充

てるとともに、プレカット製品の安定供給を可能にするための将来の投資に備えるものとし
ます。当社は、安定した経営基盤を確立し、社会的責任のある企業として持続的に成長し、
かつ中長期的に企業価値を向上させるためには、このような内部留保の強化が必要であると
判断し、かつ株主への長期的、継続的な安定配当にも寄与するものと考えております。
なお、当社の剰余金の配当は、中間配当制度はあるものの、事務手続きの増大やコストの

負担等を考慮して、現在のところ年１回の期末配当を基本的な方針としております。定款の
定めにより、配当の決定機関は、中間配当、期末配当ともに取締役会であります。
第44期事業年度の剰余金の配当につきましては、上記の基本方針のもと、業績等を総合的

に勘案し、１株当たり80円とさせていただきました。
この結果、第44期事業年度の連結配当性向は21.4％となりました。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2026年５月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受取手形、売掛金及び契約資産
商 品 及 び 製 品
販 売 用 不 動 産
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機械装置及び運搬具
工具、器具及び備品
土 地
建 設 仮 勘 定
賃 貸 不 動 産

無 形 固 定 資 産
の れ ん
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他

投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
長 期 貸 付 金
破 産 更 生 債 権 等
繰 延 税 金 資 産
長 期 預 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

9,233,561
5,054,462
2,841,000

48,523
241,301
328,131
581,637
151,888
△13,384

21,045,955
19,998,350

481,415
357,741
43,599

1,443,305
74,148

17,598,138
242,349
98,369

102,667
41,312
805,255
402,643

1,880
72,549

130,871
100,000
169,742
△72,431

流 動 負 債 7,993,101
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 2,013,419
電 子 記 録 債 務 1,883,950
短 期 借 入 金 1,905,000
１年内償還予定の社債 190,000
1年内返済予定の長期借入金 769,237
リ ー ス 債 務 87,469
未 払 金 451,188
未 払 費 用 308,505
未 払 法 人 税 等 123,236
賞 与 引 当 金 2,400
そ の 他 258,694

固 定 負 債 10,403,066
社 債 170,000
長 期 借 入 金 9,201,077
長 期 未 払 金 76,623
リ ー ス 債 務 369,076
完 成 工 事 補 償 引 当 金 43,269
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 224,088
退 職 給 付 に 係 る 負 債 219,876
資 産 除 去 債 務 4,691
そ の 他 94,362

負 債 合 計 18,396,167
（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 11,722,149
資 本 金 536,152
資 本 剰 余 金 321,597
利 益 剰 余 金 10,865,337
自 己 株 式 △937

その他の包括利益累計額 161,200
その他有価証券評価差額金 161,200
純 資 産 合 計 11,883,349

資 産 合 計 30,279,517 負債・純資産合計 30,279,517
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連 結 損 益 計 算 書
（2025

2026
年
年

６
５

月
月

１
31

日から
日まで）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 20,381,927
売 上 原 価 16,568,302

売 上 総 利 益 3,813,625
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,679,471

営 業 利 益 1,134,154
営 業 外 収 益

受 取 利 息 7,889
受 取 配 当 金 8,319
受 取 賃 貸 料 41,776
そ の 他 42,788 100,774

営 業 外 費 用
支 払 利 息 140,227
賃 貸 費 用 21,216
支 払 手 数 料 65,020
シ ン ジ ケ ー ト ロ ー ン 手 数 料 3,416
そ の 他 2,841 232,721
経 常 利 益 1,002,206

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 3,880 3,880

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 9,931
減 損 損 失 12,300
子 会 社 株 式 売 却 損 8,521 30,753
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 975,334
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 306,897
法 人 税 等 調 整 額 △24,655 282,241
当 期 純 利 益 693,092
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 693,092
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連結株主資本等変動計算書
（2025

2026
年
年

６
５

月
月

１
31

日から
日まで）

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本
合 計

2025年６月１日残高 536,152 321,597 10,320,226 △937 11,177,038
当期変動額
剰余金の配当 △147,981 △147,981
親会社株主に帰属する
当期純利益 693,092 693,092

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 − − 545,110 − 545,110
2026年５月31日残高 536,152 321,597 10,865,337 △937 11,722,149

その他の包括利益累計額
純 資 産 合 計そ の 他

有 価 証 券
評 価 差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

2025年６月１日残高 111,132 1,101 112,234 11,289,272
当期変動額
剰余金の配当 △147,981
親会社株主に帰属する
当期純利益 693,092

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 50,067 △1,101 48,966 48,966

当期変動額合計 50,067 △1,101 48,966 594,076
2026年５月31日残高 161,200 − 161,200 11,883,349
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貸 借 対 照 表
（2026年５月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
契 約 資 産
製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 払 費 用
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 器 具 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定
賃 貸 不 動 産

無 形 固 定 資 産
借 地 権
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他

投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
関 係 会 社 出 資 金
長 期 貸 付 金
破 産 更 生 債 権 等
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
長 期 預 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

7,230,020
3,410,643

29,306
69,480

2,025,668
281,101
40,989

261,874
548,494
65,734
75,457

424,971
△3,700

14,980,462
13,607,075

342,068
54,296

271,723
39,481
40,548

1,138,395
10,000

11,710,560
137,989
31,837

101,890
4,261

1,235,397
402,643
588,755

100
36,965
14,955
9,925

10,824
100,000
86,066

△14,836

流 動 負 債 6,022,551
電 子 記 録 債 務 1,875,750
買 掛 金 1,288,821
短 期 借 入 金 1,600,000
1 年 内 償 還 予 定 の 社 債 180,000
1年内返済予定の長期借入金 301,055
リ ー ス 債 務 67,985
未 払 金 333,250
未 払 費 用 222,005
未 払 法 人 税 等 55,897
未 払 消 費 税 等 26,463
そ の 他 71,321

固 定 負 債 5,836,046
社 債 170,000
長 期 借 入 金 4,872,524
長 期 未 払 金 76,623
リ ー ス 債 務 331,962
完 成 工 事 補 償 引 当 金 1,093
退 職 給 付 引 当 金 154,633
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 168,410
資 産 除 去 債 務 4,691
そ の 他 56,106

負 債 合 計 11,858,597
（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 10,190,684
資 本 金 536,152
資 本 剰 余 金 321,597
資 本 準 備 金 317,252
そ の 他 資 本 剰 余 金 4,344

利 益 剰 余 金 9,333,872
利 益 準 備 金 11,400
そ の 他 利 益 剰 余 金 9,322,472
別 途 積 立 金 8,370,000
繰 越 利 益 剰 余 金 952,472

自 己 株 式 △937
評 価 ・ 換 算 差 額 等 161,200
その他有価証券評価差額金 161,200
純 資 産 合 計 10,351,885

資 産 合 計 22,210,483 負債・純資産合計 22,210,483
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損 益 計 算 書
（2025

2026
年
年

６
５

月
月

１
31

日から
日まで）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 15,434,668
売 上 原 価 12,500,271

売 上 総 利 益 2,934,396
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,240,099

営 業 利 益 694,297
営 業 外 収 益

受 取 利 息 8,395
受 取 配 当 金 55,869
受 取 賃 貸 料 45,217
経 営 指 導 料 60,000
そ の 他 38,647 208,129

営 業 外 費 用
支 払 利 息 90,268
賃 貸 費 用 27,473
支 払 手 数 料 20,917
シ ン ジ ケ ー ト ロ ー ン 手 数 料 3,416
そ の 他 1,125 143,200
経 常 利 益 759,226

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 3,471
子 会 社 株 式 売 却 益 38,892 42,364

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 0
減 損 損 失 12,300 12,300
税 引 前 当 期 純 利 益 789,290
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 177,939
法 人 税 等 調 整 額 △5,255 172,684
当 期 純 利 益 616,605
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株主資本等変動計算書
（2025

2026
年
年

６
５

月
月

１
31

日から
日まで）

（単位：千円）
株 主 資 本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

資 本
準備金

その他
資本
剰余金

資 本
剰余金
合 計

利 益
準備金

その他利益剰余金 利 益
剰余金
合 計

別 途
積立金

繰越利益
剰 余 金

2025年６月１日残高 536,152 317,252 4,344 321,597 11,400 6,870,000 1,983,848 8,865,248
事業年度中の変動額
剰余金の配当 △147,981 △147,981
当期純利益 616,605 616,605
別途積立金の積立 1,500,000 △1,500,000 −
株主資本以外の項
目の事業年度中の
変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 − − − − − 1,500,000 △1,031,375 468,624
2026年５月31日残高 536,152 317,252 4,344 321,597 11,400 8,370,000 952,472 9,333,872

株 主 資 本 評価・換算差額等
純資産合計自己株式 株主資本合計 その他有価証券

評 価 差 額 金
評価・換算
差額等合計

2025年６月１日残高 △937 9,722,060 111,132 111,132 9,833,193
事業年度中の変動額
剰余金の配当 △147,981 △147,981
当期純利益 616,605 616,605
別途積立金の積立 − −
株主資本以外の項
目の事業年度中の
変動額（純額）

50,067 50,067 50,067

事業年度中の変動額合計 − 468,624 50,067 50,067 518,691
2026年５月31日残高 △937 10,190,684 161,200 161,200 10,351,885
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書
独立監査人の監査報告書

2026年７月29日
株式会社シー・エス・ランバー
取締役会 御中

千 葉 第 一 監 査 法 人

千葉県千葉市
代表社員
業務執行社員 公認会計士 大川 健哉

代表社員
業務執行社員 公認会計士 岸 健介

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社シー・エス・ランバーの2025年６月１日

から2026年５月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連
結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、株式会社シー・エス・ランバー及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産
及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法
人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を
含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果
たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開

示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用に
おける取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は
その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その
他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払
うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事
実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
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連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切
であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ
とにある。
連結計算書類の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要
な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計
すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断
される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的
専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した
監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎と
なる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制
を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの
合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認
められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書に
おいて連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事
項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の
結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企
業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計
算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監
査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する
指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した

内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項につい
て報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守し
たこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対
応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合
はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。
以 上
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会計監査人の監査報告書
独立監査人の監査報告書

2026年７月29日
株式会社シー・エス・ランバー
取締役会 御中

千 葉 第 一 監 査 法 人

千葉県千葉市

代表社員
業務執行社員 公認会計士 大川 健哉

代表社員
業務執行社員 公認会計士 岸 健介

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社シー・エス・ランバーの2025年６

月１日から2026年５月31日までの第44期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資
本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと
認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人
は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含
む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監
査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開

示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用に
おける取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はそ
の他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他
の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討する
こと、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うこ
とにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事
実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成

し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正
に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であ
るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関す
る事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ
とにある。
計算書類等の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な
虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対す
る意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計する
と、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的
専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した
監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎と
なる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検
討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの
合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証
拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め
られるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書にお
いて計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適
切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、
監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として
存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
ているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等
が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した

内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項につい
て報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守し
たこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対
応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合
はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書
監 査 報 告 書

当監査役会は2025年６月１日から2026年５月31日までの第44期事業年度における取締役の職務の執行に
関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いた
します。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（１）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告

を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求めました。

（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締
役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるととも
に、以下の方法で監査を実施いたしました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社、工場及び主要な事業所において業務
及び財産の状況を調査いたしました。子会社については、子会社の取締役及び経理担当者等と意思疎通
及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が、法令及び定款に適合することを確保するための体
制その他、株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして、
会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容、及び当該
決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及
び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、
会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計
監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲
げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受
け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに
関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人千葉第一監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（３）連結計算書類の監査結果
会計監査人千葉第一監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2026年７月31日
株式会社 シー・エス・ランバー 監査役会

常勤監査役 君塚 一郎 ㊞
社外監査役 竹俣 裕幸 ㊞
社外監査役 竹繁 利栄 ㊞

以 上



JR幕張本郷駅JR幕張本郷駅

千葉銀行 幕張本郷支店千葉銀行 幕張本郷支店

JR総武線

JR総武線

京成千葉線

京成千葉線シー・エス・ランバー本社シー・エス・ランバー本社

松屋

幕張本郷相葉ビル幕張本郷相葉ビル

幕張本郷駅前交番幕張本郷駅前交番

コスモプラザコスモプラザ

京成幕張本郷駅京成幕張本郷駅

メイプルイン幕張

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

株主総会会場ご案内図
会場 千葉県千葉市花見川区幕張本郷一丁目12番１号

メイプルイン幕張 １階会議室

（交通のご案内）
JR幕張本郷駅
京成幕張本郷駅より徒歩３分

◎ 駐車場のご用意がございませんので、お車でのご来場はご遠慮く
ださいますようお願い申し上げます。


